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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第72期
第１四半期
連結累計期間

第73期
第１四半期
連結累計期間

第72期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 1,326,126 1,571,377 5,950,589

経常利益 (千円) 76,336 148,846 485,938

親会社株主に帰属する四半期(当期)
純利益

(千円) 42,482 93,763 217,512

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 55,333 111,423 291,747

純資産額 (千円) 5,439,256 5,723,830 5,673,966

総資産額 (千円) 12,307,317 23,861,969 24,950,642

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 16.59 36.59 84.90

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 40.8 21.9 20.8
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．当社は、「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入しております。当該信託が所有する当社株式については、(四半期)

連結財務諸表において自己株式として計上しております。このため、１株当たり四半期(当期)純利益金額の

算定上、期中平均株式数の計算において当該株式数を控除する自己株式に含めております。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

　　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、先行き不透明ではありますが、個人消費や企業の設備投資

において持ち直しの動きが見られ、緩やかな回復基調を持続しております。

なお、当第１四半期連結累計期間における新設住宅着工戸数は、戸建住宅が前年同月比で19か月連続で増加し

たもののマンションでは、４月の増加から一転５月は減少するなど、引き続き今後の動向をしっかりと注視する

必要があるものとなっております。

このような経営環境のもとで、当社グループは市場ニーズに合致した製品開発とサービス向上を図り、積極的

な販売活動を推進してまいりました。

当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高は1,571,377千円（前年同期比18.5％増）、営業利益は167,372千

円前年同期比107.8％増）、経常利益は148,846千円（前年同期比95.0％増）となりました。親会社株主に帰属す

る四半期純利益は、93,763千円（前年同期比120.7％増）となりました。

 

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

① 木材環境ソリューション事業

主力製品であるマンション用床材を中心としたパーティクルボードの販売が堅調に推移し、廃棄物処理及び

木材チップの販売増などにより、売上高は1,465,546千円（前年同期比19.8％増）となりました。また、売上高

の増加にともない、セグメント利益（営業利益）は173,914千円（前年同期比100.8％増）となりました。

 

② ファシリティ事業

テナントの稼働が堅調に推移し、売上高は105,831千円（前年同期比3.4％増）となりました。また、セグメ

ント利益（営業利益）は、51,587千円（前年同期比0.9％減）となりました。

 
(2) 財政状態の分析

（資産の部）

当第１四半期連結会計期間における資産の残高は23,861,969千円となり、前連結会計年度末に比べ1,088,672千円

減少いたしました。千葉県佐倉市に建築中の千葉工場（仮称）の建築資金等により現金及び預金が1,366,936千円減

少し、パーティクルボードの出荷増により商品及び製品が68,591千円減少したものの、建設仮勘定が341,594千円増

加したことが主たる要因であります。

（負債の部）

当第１四半期連結会計期間における負債の残高は18,138,139千円となり、前連結会計年度末に比べ1,138,536千円

減少いたしました。主として、未払金が1,099,578千円減少したことによるものであります。

（純資産の部）

当第１四半期連結会計期間における純資産の残高は5,723,830千円となり、前連結会計年度末に比べ49,863千円増

加いたしました。親会社株主に帰属する四半期純利益の計上が主たる要因であります。

 
(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は28,054千円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 13,120,000

計 13,120,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,660,369 3,660,369
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は100株でありま
す。

計 3,660,369 3,660,369 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年４月１日～
平成29年６月30日

― 3,660,369 ― 221,000 ― 19,956
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

 普通株式
1,014,800

― ―

完全議決権株式(その他)
 普通株式

2,644,600
26,446 ―

単元未満株式
 普通株式

969
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 3,660,369 ― ―

総株主の議決権 ― 26,446 ―
 

(注) １．当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成29年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

２．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬ＢＩＰ

信託口）が保有する当社株式83,000株（議決権の数830個）が含まれております。

３．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式25株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

    平成29年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東京ボード工業株式会社

東京都江東区新木場
二丁目11番１号

1,014,800 ― 1,014,800 27.72

計 ― 1,014,800 ― 1,014,800 27.72
 

(注)　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬ＢＩＰ信託口）が保有する当社株式83,000株は、上記には

含まれておりません。

 

２ 【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

　

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、赤坂有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

東京ボード工業株式会社(E31123)

四半期報告書

 6/15



１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 8,240,886 6,873,949

  受取手形及び売掛金 1,634,016 1,582,927

  商品及び製品 207,946 139,355

  仕掛品 73,998 75,617

  原材料及び貯蔵品 129,974 125,263

  繰延税金資産 11,434 11,561

  その他 55,771 65,331

  貸倒引当金 △1,143 △1,164

  流動資産合計 10,352,883 8,872,841

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 3,212,929 3,212,929

    減価償却累計額 △2,425,483 △2,439,462

    建物及び構築物（純額） 787,446 773,467

   機械装置及び運搬具 7,722,740 7,858,988

    減価償却累計額 △6,936,715 △7,007,421

    機械装置及び運搬具（純額） 786,025 851,566

   土地 5,460,494 5,460,494

   建設仮勘定 7,255,394 7,596,989

   その他 170,867 175,881

    減価償却累計額 △140,521 △142,894

    その他（純額） 30,345 32,987

   有形固定資産合計 14,319,706 14,715,504

  無形固定資産 49,405 47,358

  投資その他の資産   

   投資有価証券 73,404 74,877

   長期貸付金 4,672 4,333

   破産更生債権等 858 858

   繰延税金資産 1,316 1,478

   敷金及び保証金 96,449 96,449

   その他 53,203 49,525

   貸倒引当金 △1,258 △1,258

   投資その他の資産合計 228,646 226,264

  固定資産合計 14,597,758 14,989,128

 資産合計 24,950,642 23,861,969
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 649,775 632,700

  1年内償還予定の社債 76,000 76,000

  1年内返済予定の長期借入金 608,020 643,205

  未払金 1,895,856 796,278

  未払法人税等 116,078 43,911

  賞与引当金 50,711 92,126

  その他 225,094 221,973

  流動負債合計 3,621,536 2,506,194

 固定負債   

  社債 2,706,000 2,706,000

  長期借入金 10,696,460 10,661,275

  繰延税金負債 1,362,080 1,357,878

  役員報酬BIP信託引当金 72,842 82,924

  退職給付に係る負債 220,883 227,670

  受入敷金保証金 327,835 327,835

  資産除去債務 263,705 265,789

  その他 5,331 2,571

  固定負債合計 15,655,138 15,631,944

 負債合計 19,276,675 18,138,139

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 221,000 221,000

  資本剰余金 114,201 114,201

  利益剰余金 6,295,533 6,332,637

  自己株式 △1,450,384 △1,450,384

  株主資本合計 5,180,350 5,217,454

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 17,856 18,878

  その他の包括利益累計額合計 17,856 18,878

 非支配株主持分 475,759 487,497

 純資産合計 5,673,966 5,723,830

負債純資産合計 24,950,642 23,861,969
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

売上高 1,326,126 1,571,377

売上原価 868,923 1,019,297

売上総利益 457,202 552,080

販売費及び一般管理費 376,666 384,707

営業利益 80,536 167,372

営業外収益   

 受取利息 9 17

 受取配当金 876 1,133

 受取家賃 865 372

 助成金収入 ― 7,479

 その他 893 2,159

 営業外収益合計 2,645 11,162

営業外費用   

 支払利息 6,026 24,996

 社債利息 338 1,346

 その他 480 3,345

 営業外費用合計 6,845 29,688

経常利益 76,336 148,846

特別利益   

 固定資産売却益 250 1,899

 特別利益合計 250 1,899

税金等調整前四半期純利益 76,586 150,746

法人税、住民税及び事業税 36,276 44,838

法人税等調整額 △16,622 △4,493

法人税等合計 19,653 40,345

四半期純利益 56,933 110,401

非支配株主に帰属する四半期純利益 14,450 16,637

親会社株主に帰属する四半期純利益 42,482 93,763
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

四半期純利益 56,933 110,401

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △1,599 1,022

 その他の包括利益合計 △1,599 1,022

四半期包括利益 55,333 111,423

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 40,883 94,785

 非支配株主に係る四半期包括利益 14,450 16,637
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

　

(会計方針の変更)

該当事項はありません。

 
(追加情報)

該当事項はありません。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

減価償却費 86,506 千円 92,256 千円
 

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１　配当金支払額　

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日
定時株主総会

普通株式 52,910 20.00 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金
 

(注) 平成28年６月24日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬BIP信託口が所有する当社株式（自己株

式）85,200株に対する配当金1,704千円が含まれております。

　

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 
当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日　至 平成29年６月30日)

１　配当金支払額　

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月20日
定時株主総会

普通株式 52,910 20.00 平成29年３月31日 平成29年６月21日 利益剰余金
 

(注) 平成29年６月20日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬BIP信託口が所有する当社株式（自己株

式）83,086株に対する配当金1,661千円が含まれております。

　

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日)

 
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期
連結損益計算書
計上額
(注２)

木材環境
ソリューション

事業

ファシリティ
事業

合計

売上高      

　外部顧客への売上高 1,223,808 102,317 1,326,126 ― 1,326,126

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 1,223,808 102,317 1,326,126 ― 1,326,126

セグメント利益 86,616 52,076 138,693 △58,156 80,536
 

(注) １．セグメント利益の調整額△58,156千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費

用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
当第１四半期連結累計期間(自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日)

 
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期
連結損益計算書
計上額
(注２)

木材環境
ソリューション

事業

ファシリティ
事業

合計

売上高      

　外部顧客への売上高 1,465,546 105,831 1,571,377 ― 1,571,377

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 1,465,546 105,831 1,571,377 ― 1,571,377

セグメント利益 173,914 51,587 225,501 △58,128 167,372
 

(注) １．セグメント利益の調整額△58,128千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費

用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額  16 円 59 銭 36 円 59 銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 42,482 93,763

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
(千円)

42,482 93,763

普通株式の期中平均株式数(株) 2,560,507 2,562,458
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益金

額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前第１四半期連結累計

期間85,037株、当第１四半期連結累計期間83,086株であります。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
平成29年８月10日

東京ボード工業株式会社

取締役会  御中

　

赤坂有限責任監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　池　　田　　　　　勉　　印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　荒　　川　　和　　也　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京ボード工業

株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日か

ら平成29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京ボード工業株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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